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南相馬市復興ビジョン骨子（案）の修正 

１．第２回復興市民会議提出時内容  

 

 
 
 
 
 
 
 

世界に 

 
主要施策 

主要施策① 「市民生活復興」 
○すべての市民が安心して暮らすことができるまちの再生                              
・ 子どもから高齢者まで、すべての市民が安全で安心な環境の下で、健康で活き活きと暮らすことのできるまちをつくる 
○コミュニティ、地域の絆の復活                                         
・ 市外に避難され、離ればなれになった市民や、仮設住宅等に居住する市民のコミュニティを確保することにより、地域

の絆をより深め、住みよいまちをつくる 

主要施策② 「経済復興」 
○産業の再生                                                   

・ 雇用を確保し、市民生活を安定させるため、一刻も早く産業復旧を果たす 
○新たな産業の創出                                                   

・ 地域特性を生かした新たな産業を興すことにより、地域の活力を取り戻す 
 

主要施策③ 「防災まちづくり」 
○災害に強いまちの創造                                                

・ 甚大な被害をもたらした今回の災害を教訓として、ハード・ソフト両面にわたる災害対策の充実を図り、安全・安心のま

ちをつくる 
 

主要施策④ 「原子力災害の克服」 
○放射能問題への対応                                                

・ 「脱原発」の考えの下、放射能汚染対策として除染を確実に実施することにより、すべての市民が地域に戻り、安心し

て暮らせるようにする。放射能被曝による市民の健康不安を解消するためにも、研究・医療に積極的に取り組む。 
○環境と共生するまちの創造                                              

・ 原子力から再生可能エネルギーへの転換を進め、その拠点をめざすとともに、新たな産業を創造するなど、環境にや

さしいまちをつくる 
 

主要施策⑤ 「教育・子育て環境」 
○未来を拓く子どもたちの育成                                         

・ 次代を担う子どもたちが、将来への希望に輝き、健康ではつらつと育つことのできる環境を取り戻す。被災したことによ

り命の尊さやふるさとの大切さを学ぶとともに、困難に立ち向う強さをあわせもった子どもたちを育む 
○子育てしやすい環境の整備                                           

・ 安全・安心の環境の下で、子育て支援策を充実させるとともに、地域と家庭と学校等が協働して子育てに取り組む 

主要施策⑥ 「推進体制」 
○世界中の英知を結集した復興の実現                               

・ 地震、津波、原子力と、本市に未曾有の被害をもたらした今回の大災害を克服するために、市外はもとより世界の英

知を結集して、復興を実現する 
○市民が主役となって実現するふるさとの再生                                    

・ これまで、この地を愛し慈しんできた市民が復興の主役となって、我がまち南相馬の再生に取り組む 

復興ビジョンの基本理念 

基本方針 
復興ビジョン・計画に掲げる基本的な方向性 

スローガン 
全市民が復興へ向けて共有すべき～強い意志・メッセージ～ 

すべての市民が帰郷し 
地域の絆で結ばれたまちの再生 

被災で避難している市民が地元に戻り、それまで育まれてきた絆（地

域コミュニティ）の中で市民一人ひとりの生活基盤を再建する 

逆境を飛躍に変える 
創造と活力ある経済復興 

震災により甚大な被害を受けたが、この逆境に負けずに、地元産業の

再生ひいては新たな活力を創造する経済の復興を目指す 

 
原子力災害を克服し 

災害に強い安全・安心のまちづくり 
地震、津波、原子力災害により日常生活に不安を抱える市民の安全・

安心を確保するため、あらゆる英知を結集し、世界に発信するまちづく

りを推進する 

 

基
本
方
針-
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基
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基
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方
針-

３ 

 

心のふるさと 南相馬に生きる 
市民が一つになって安らぎとにぎわいを取り戻し、未来を拓く子どもたちが夢

と希望を抱き、いきいきと育つふるさと南相馬 

資料２－３ 
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２．南相馬市復興ビジョン骨子（案） 

  

 

 
 
 
 
 
 
 

世界に 

 
主要施策 

「市民生活復興」 
○すべての市民が安心して暮らすことができるまちの再生                              
・ 子どもから高齢者まで、すべての市民が安全で安心な環境の下で、健康でいきいきと暮らすことのできるまちをつくる 
○コミュニティ、地域の絆の復活                                         
・ 市外に避難され、離ればなれになった市民や、仮設住宅等に居住する市民のコミュニティを確保することにより、地域

の絆をより深め、住みよいまちをつくる 
 
「経済復興」 
○産業の再生                                                   

・ 雇用を確保し、市民生活を安定させるため、一刻も早く産業復旧を果たすとともに地域経済復興を図る 
○新たな産業の創出                                                   

・ 地域特性と地域資源を生かした新たな産業を興すことにより、地域の活力を取り戻す 
 
「防災まちづくり」 
○災害に強いまちの創造                                                

・ 甚大な被害をもたらした今回の災害を教訓として、ハード・ソフト両面にわたる災害対策の充実を図り、安全・安心のま

ちをつくる 
 

「原子力災害の克服」 
○放射性物質による汚染への対応                                                

・ 「脱原発」の考えの下、放射性物質による汚染への対策として除染を確実に実施することにより、すべての市民が地

域に戻り、安心して暮らせるようにする。放射線被曝による市民の健康不安を解消するためにも、研究・医療に積極

的に取り組む。 
○復興モデルの世界発信                                              

・ あらゆる英知を結集して原子力災害を克服するとともに、原子力から再生可能エネルギーへの転換やその拠点づく

り、省エネルギー政策の推進など環境との共生を目指し、南相馬ならではの創造的「復興モデル」を世界に発信する 

「人づくり・子育て環境の充実」 
○未来を拓く子の育成・世代を超えた人づくり                                         

・ 次代を担う子どもたちが、将来への希望に輝き、健康ではつらつと育つことのできる環境を取り戻す。被災したことによ

り命の尊さやふるさとの大切さを学ぶとともに、困難に立ち向う強さをあわせもった子どもたちを育む 
・ これからの復興を担う若者たちを含む市民が、自らの知識と能力を発揮するとともに、やさしさや思いやりをもった地域

のリーダーとして活躍できるよう育成を図る 
○子育てしやすい環境の整備                                           

・ 安全・安心の環境の下で、子育て支援策を充実させるとともに、地域と家庭と学校等が協働して子育てに取り組む 

復興ビジョンの基本理念 

基本方針 
復興ビジョン・計画に掲げる基本的な方向性 

スローガン 
全市民が復興へ向けて共有すべき～強い意志・メッセージ～ 

すべての市民が帰郷し 
地域の絆で結ばれたまちの再生 

被災で避難している市民が地元に戻り、それまで育まれてきた絆（地

域コミュニティ）の中で市民一人ひとりの生活基盤を再建する 

逆境を飛躍に変える 
創造と活力ある経済復興 

震災により甚大な被害を受けたが、この逆境に負けずに、地元産業の

再生ひいては新たな活力を創造する経済の復興を目指す 

 
原子力災害を克服し 

世界に発信する安全・安心のまちづくり 
地震、津波、原子力災害により日常生活に不安を抱える市民の安全・

安心を確保するため、あらゆる英知を結集し、世界に発信する市民が主

役のまちづくりを推進する 
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心ひとつに 世界に誇る 南相馬の再興を 
市民がひとつになって元気と笑顔を取り戻し、未来を拓

ひら

く子どもたちが夢と希

望を抱く、世界に誇れる南相馬の実現 

「緊急的対応」 
○市民生活の応急的復旧                                  
・ 市民生活にとって必要不可欠な住居、医療、福祉、雇用、教育などについて、応急的措置を講じるとともに、インフ

ラ、学校等各種施設の復旧に取り組み、市民の生活再建を支援する。 
○放射性物質による汚染対策                                         
・ モニタリングの充実や正確な情報提供を行うとともに、除染計画の策定・推進、市民の健康調査等を実施することに

より、汚染への不安の払拭を図る 
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■施策の体系 

・まちの耐震化（公共施設、ライフライン） 
・防災基盤の整備（避難路、避難場所、防災無線の整備） 
・交通インフラの整備（常磐線の再開、常磐自動車道の開通） 
・利用目的に応じた用地のゾーニング（集団移転、防潮堤、防潮林、道路のかさ上げ等） 
・防災計画の見直し（他の自治体との連携体制強化、災害記録の整理） 
・地域防災力の強化（防災訓練、教育） 

○ すべての市民が安心して暮らすことが 
できるまちの再生 

○コミュニティ、地域の絆の復活 ・帰還後のコミュニティの再生（集会所整備、地域活動の支援） 
・にぎわいづくり（伝統文化の継承、地域祭りの再開） 

○産業の再生 

○新たな産業の創出 
・工業基盤整備推進（工業団地の整備、交通インフラの確保、企業誘致） 
・新産業創出（再生可能エネルギー基地の設立と関連産業の誘致、放射線研究産業の誘致） 
・既存産業の強みを生かした新たな産業創出 
 

○災害に強いまちの創造 

 
 
 

○放射性物質による汚染対策                    

・除染対策（教育施設、公共施設、道路、公園、除染対策支援） 
・放射線量測定と情報開示（農作物・工業製品の測定、線量計の貸出、

井戸水・土壌調査、測定値の開示、放射線の知識普及） 
・健康調査（内部被曝検査、ガラスバッチ配布） 

緊
急
的
対
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市
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・放射性物質に関する対策（放射線量測定強化、情報開示、啓発、除染） 
・市民の健康管理対策（健康診断） ○放射性物質による汚染への対応 

○復興モデルの世界発信 

・放射線医療体制の整備、調査研究機関の誘致 
・省エネ運動の推進 
・再生可能エネルギーの各家庭、企業への普及 
・被災自治体との連携 

 

原
子
力
災
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服 

 

・相談体制の充実（被災により生じた子育ての悩み・不安など）※ 
・保育サービスや施設の充実 
・地域と家庭と学校等が連携して進める子育て環境の充実 

○未来を拓く子どもの育成・ 
世代を超えた人づくり 

○子育てしやすい環境の整備 

・相談体制の充実（心のケアなど） 
・津波により遺児となった子どもたちへの支援※ 
・被災した郷土への愛着や命の尊さ、原子力に関する正しい知識を習得するための教育の実施 
・困難を克服し、復興を担う力を備えた人づくり 
・教育環境の改善、災害に強い施設設備の充実  

人
づ
く
り
・ 

子
育
て
環
境
の 

充
実 

※緊急的対応と再掲施策 

○市民生活の応急的復旧                                                   

・災害廃棄物対策（瓦礫撤去、危険建物撤去） 
・教育環境の確保（仮設校舎設置、施設修繕、避難準備区域の学校再開準備） 
・医療、福祉、保健の確保（病院・福祉施設の本格再開、市民の健康調査、被災 

者の心のケア） 
・公共施設の再開（文化施設、体育施設） 
・インフラの復旧・応急処置（道路、鉄道、漁港、上下水道の復旧・応急処置、湛水防除） 
・土地利用計画の策定推進 
・住環境の確保（仮設・借上等住宅確保、再建支援、循環バス） 
・事業所再開支援（仮設店舗・工場の建設、金融支援） 
 

   
・農業再生支援 
・雇用確保（緊急雇用対策） 
・義援金の早期配分 
・生活資金の支援（税金、貸付け、補助）※ 
・情報の迅速な提供（市政情報、震災関連情報）※ 
・防犯・治安対策（関係機関との連携、自主防犯組織）※ 
・賠償、補償金の早期支払いに向けた支援、取り組み※ 
・津波により遺児となった子どもたちへの支援※ 
・相談体制の充実（被災により生じた子育ての悩み・不安など）※ 
 

・雇用創出・確保（復旧復興に関する工事や事業に地元人材を雇用） 
・事業所への復興支援（税減免・利子補給等金融支援、補償・賠償金への対応、特区制度による支援） 
・農林水産業への支援（農地の再整備、漁業関連施設の整備、生産法人化による産業の再建、経営の複合化、風評被害の払拭、除塩） 

・市民の健康管理対策（健康診断、心のケア） 
・情報の迅速な提供（市政情報、震災関連情報）※ 
・防犯・治安対策（関係機関との連携、自主防犯組織）※ 
・賠償、補償金の早期支払いに向けた支援、取り組み※ 
・医療、福祉、保健支援体制の整備 
・住宅再建の支援 
・復興住宅の整備 


